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小売物価統計調査集計事項の変更について（案） 

 

１ 基本的な考え方 

ＰＯＳ情報・ウェブスクレイピングを活用した分析※などの新たな課題にリソースを安定

的に振り向ける観点から、利活用状況等に照らし優先度が相対的に低いと考えられる統計表

について縮減することとする。なお、個別の分析ニーズに対しては、調査票情報の二次的利

用によって対応を図ることとする。 

※店舗形態別価格に相当する分析、ネット販売価格と実店舗価格の比較分析、特売の分析等（第16回物価

指数研究会 書類番号２（１．（２）（３））参照） 

 

２ 縮減する年報統計表 

【動向編】 

(1) 主要品目の統計表 

主要品目の市町村別平均価格を表章している統計表は、都市階級別に次の３種類。 
 

表番号 表章地域 表章銘柄数 表章価格 

第１表 県庁所在市及び人口15万以上市 約５６０銘柄 月別及び年平均 

第２表 人口５万以上15万未満市    約２１０銘柄 年平均 

第３表 人口５万未満の市及び町    約１６０銘柄 年平均 
 

小規模な市町村ほど調査品目が限られており、表章されている銘柄は県庁所在市の半数

以下である。また、各銘柄の取得価格数も１又は２と非常に少ない。 

さらに、e-Statでのアクセス件数も、県庁所在市結果表の20分の１程度である（別紙１

参照）。 

 

(2) その他の統計表 

「第６表 中学校・高等学校授業料及び幼稚園保育料」では全調査市町村を表章してい

るが、小規模な市町村では、当該施設が存在しないことによる欠価格が多い。 

また、「第７表 旬別調査品目の月別・旬別価格 東京都区部及び大阪市」については更

にアクセス件数が少ない。 

 

(3) 縮減する統計表 

(1)及び(2)から、ニーズが限定的と考えられる年報統計表について、次のように縮減す

ることとする。 

 

 

 

 

  

〇統計表の削減：第２表、第３表、第７表 

〇表章地域を人口15万以上の市に限定：第６表 

書類番号 

２－１ 
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【構造編】 

地域差指数に係る統計表のうち、平均価格を表章しているものは次の３種類。 
 

表番号 表章地域 表章銘柄数 表章価格 

第２－１表 全国、地方、都道府県 ５８銘柄 地域差指数算出用年平均（算術平均） 

第２－２表 全国、地方、都道府県 ５８銘柄 地域差指数算出用年平均（調和平均） 

第３表 構造編88調査市 ５８銘柄 市別年平均 
 

いずれの表も、構造編の地域別価格差調査の対象品目のみであるため、表章銘柄数は58

と非常に限定的であり、また、e-Statでのアクセス件数も少ない。 

なお、第３表の88市のうち、人口15万以上市は30市である。動向編の年報統計表と表章

レベルを合わせる観点では、表章地域数を削減することも考えられるが、表自体のアクセ

ス件数が少ない。 

 

以上のことから、ニーズが限定的と考えられる統計表について、次のように削減するこ

ととする。 

 

 

 

 

〇統計表の削減：第２－１表、第２－２表、第３表 



小売物価統計調査 結果表（年報） e-Stat アクセス件数 －２０１５～２０１９年－

提供統計名 表番号 表名 2019年 2018年 2017年 2016年 2015年

小売物価統計調査（動向編） １９９９～２０１８年分

１表 調査品目の月別価格及び年平均価格【県庁所在市及び人口15万以上の市】 約５６０銘柄 40,534 35,572 60,412 68,996 66,456

２表 調査品目の年平均価格【人口５万以上15万未満の市】 約２１０銘柄 1,935 1,241 2,868 3,496 3,357

３表 調査品目の年平均価格【人口５万未満の市及び町】 約１６１銘柄 1,454 993 2,488 3,201 3,190

４表 全国統一価格品目の価格 5,309 5,851 6,957 5,612 4,342

５表 大学・専門学校授業料【都道府県】 1,281 1,406 2,005 2,732 2,428

６表 中学校・高等学校授業料及び幼稚園保育料 1,544 988 2,818 3,604 3,394

７表 旬別調査品目の月別・旬別価格【東京都区部及び大阪市】 約４７銘柄 618 452 1,043 1,318 1,148

小売物価統計調査（構造編） ２０１３～２０１８年分

地域差指数

１表 10大費目別消費者物価地域差指数 (全国平均＝100) － 全国，地方，都道府県，都道府県庁所在市及び政令指定都市 5,193 5,552 6,497 5,030 4,253

２－１表 調査品目の地域差指数算出用年平均価格（算術平均）－ 全国，地方，都道府県 1,491 1,465 2,142 1,856 1,766

２－２表 調査品目の地域差指数算出用年平均価格（調和平均）－ 全国，地方，都道府県 836 747 1,117 944 924

３表 調査品目の年平均価格 － 構造編88調査市 1,651 1,535 2,113 1,893 1,808

参考表(ｳｴｲﾄ) 10大費目別ウエイト － 全国，地方，都道府県，都道府県庁所在市及び政令指定都市 983 1,003 1,468 1,348 1,222

店舗形態別

調査品目の月別価格及び年平均価格 － 都道府県庁所在市 1,189 1,132 1,703 1,609 1,669

銘柄別

調査品目の月別価格及び年平均価格 － 東京都区部 806 673 1,036 1,001 996

書類番号２－１

別紙１



小売物価統計調査 統計表一覧と縮減対象

表番号 表題 表章価格等 表章地域 縮減対象

動向編 月次

第１表 主要品⽬の都市別⼩売価格 ⽉別 都道府県庁所在市及び⼈⼝15万以上市
第２表 主要品⽬の東京都区部⼩売価格 ⽉別（直近１か⽉は旬別価格） 東京都区部
第３表 全国統⼀価格品⽬の価格 ⽉別 全国

動向編 年次

第１表 調査品⽬の⽉別価格価格及び年平均価格 ⽉別・年平均 都道府県庁所在市及び⼈⼝15万以上市
第２表 調査品⽬の年平均価格 年平均 ⼈⼝５万以上15万未満の市 削減
第３表 調査品⽬の年平均価格 年平均 ⼈⼝５万未満の市及び町 削減
第４表 全国統⼀価格品⽬の価格 ⽉別・年平均 全国
第５表 ⼤学・専修学校授業料 年度平均 都道府県
第６表 中学校・⾼等学校授業料及び幼稚園保育料 年度平均 市町村 地域縮減※１

第７表 旬別調査品⽬の⽉別・旬別価格 ⽉別・旬別 東京都区部及び⼤阪市 削減

構造編 地域別価格差

第１表 10⼤費⽬別消費者物価地域差指数 地域差指数（全国平均＝100） 全国、地⽅、都道府県、都道府県庁所在市及び政令指定都市
第２−１表 調査品⽬の地域差指数算出⽤年平均価格（算術平均） 年平均（算術平均） 全国、地⽅、都道府県 削減
第２−２表 調査品⽬の地域差指数算出⽤年平均価格（調和平均） 年平均（調和平均） 全国、地⽅、都道府県 削減
第３表 調査品⽬の年平均価格 年平均 構造編88調査市 削減
参考表 10⼤費⽬別ウエイト ウエイト 全国、地⽅、都道府県、都道府県庁所在市及び政令指定都市

構造編 店舗形態別価格

調査品⽬の⽉別価格及び年平均価格 ⽉別（偶数⽉）・年平均 都道府県庁所在市 ※2
構造編 銘柄別価格

調査品⽬の⽉別価格及び年平均価格 ⽉別（偶数⽉）・年平均 東京都区部 ※2

※１：表章地域を「都道府県庁所在市及び⼈⼝15万以上の市」のみに縮減

※２：2022年から調査廃⽌に伴う統計表削減

書類番号２－１

別紙２

既存統計表の⼀部を縮減し、ＰＯＳ情報・ウェブスクレイピングを活⽤した分析を進める
＜ＰＯＳ情報・ウェブスクレイピングを活⽤した分析の例＞
・ＰＯＳデータを活⽤した店舗形態別価格分析
・ＰＯＳデータを活⽤した銘柄別価格分析
・ネット販売価格と実店舗販売価格との⽐較分析
・特売分析
等


